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人
口
の
著
し
い
減
少
に
伴
っ
て

地
域
社
会
に
お
け
る
活
力
が
低
下

し
、
生
産
機
能
や
生
活
環
境
の
整

備
な
ど
が
ほ
か
の
地
域
に
比
べ
て

低
い
地
域
に
つ
い
て
、
総
合
的
か

つ
計
画
的
な
対
策
を
実
施
す
る
た

め
に
必
要
な
特
別
措
置
を
講
じ
る

た
め
の
法
律
で
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
地
域
の
自
立
促

進
を
図
り
、
住
民
福
祉
の
向
上
、

雇
用
の
増
大
、
地
域
格
差
の
是
正

な
ど
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る

も
の
で
す
。

　

人
口
が
長
期
間
に
わ
た
り
減
少

し
た
地
域
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

　

次
表
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合

で
す
。 

 

　

本
市
は
、
茨
人
口
要
件
の
④
お

よ
び
芋
財
政
力
要
件
に
該
当
す
る

こ
と
か
ら
、
新
た
に
過
疎
地
域
と

し
て
指
定
さ
れ
ま
し
た
。

　

本
市
全
域
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

市
内
に
お
い
て
、
次
の
要
件
の

う
ち
一
定
要
件
を
満
た
す
か
た
に

つ
い
て
、
過
疎
地
域
自
立
促
進
特

別
措
置
法
お
よ
び
鳥
羽
市
過
疎
地

域
自
立
促
進
特
別
措
置
実
施
地
域

に
お
け
る
固
定
資
産
税
の
特
例
措

置
に
関
す
る
条
例
な
ど
に
基
づ

き
、
固
定
資
産
税
の
課
税
免
除
が

受
け
ら
れ
ま
す
。

煙
製
造
業

煙
情
報
通
信
技
術
利
用
事
業

（
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
）

煙
旅
館
業
（
下
宿
業
を
除
く
）

煙
青
色
申
告
書
を
提
出
し
て
い
る

法
人
ま
た
は
個
人

煙
平
成　

年
４
月
１
日
以
降
に
取

２２

得
し
た
設
備
な
ど

煙
取
得
し
た
設
備
な
ど
が
租
税
特

別
措
置
法
第　

条
（
個
人
の
場

１２

合
）、同
法
第　

条
に
よ
る
特
別
償

４５

却
を
受
け
ら
れ
る
減
価
償
却
資
産

で
、そ
の
取
得
価
額
が
２
、
７
０
０

万
円
を
超
え
て
い
る
こ
と

　

市
内
に
新
築
ま
た
は
増
設
し
た

次
の
固
定
資
産

煙
家
屋
…
直
接
、
事
業
の
用
に
供

す
る
部
分

煙
償
却
資
産
…
製
造
業
お
よ
び
コ

ー
ル
セ
ン
タ
ー
の
事
業
の
用
に
供

す
る
機
械
お
よ
び
装
置

煙
土
地
…
取
得
し
た
日
の
翌
日
か

ら
起
算
し
て
１
年
以
内
に
当
該
土

地
を
敷
地
と
す
る
当
該
家
屋
の
建

設
の
着
手
が
あ
っ
た
土
地
で
、
直

接
事
業
の
用
に
供
す
る
部
分

　

課
税
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
年

度
か
ら
３
年
度
分

　

固
定
資
産
税
の
課
税
免
除
を
受

け
よ
う
と
す
る
か
た
は
、
当
該
設

備
な
ど
を
取
得
後
、
事
業
の
用
に

供
す
る
日
ま
で
に
対
象
設
備
の
新

設
（
増
設
）
届
出
書
を
税
務
課
固

定
資
産
税
係
へ
提
出
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

そ
の
後
、
課
税
免
除
の
対
象
に

該
当
す
る
か
た
は
、
固
定
資
産
税

の
課
税
免
除
申
請
書
を
１
月
１
日

現
在
で
作
成
し
、
必
要
書
類
を
添

付
の
上
、
毎
年
１
月　

日
ま
で
に

３１

提
出
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

な
お
、必
要
書
類
に
つ
い
て
は
、

税
務
課
固
定
資
産
税
係
へ
問
い
合

わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

　

企
業
の
中
で
顧
客
へ
の
電
話
対

応
を
専
門
に
行
う
部
署
。
特
に
、
通

信
販
売
事
業
者
な
ど
が
設
け
て
い

る
一
般
消
費
者
か
ら
の
問
い
合
わ

せ
窓
口
受
付
と
な
る
大
規
模
な
電

話
対
応
セ
ン
タ
ー
の
こ
と
。

特
別
償
却

　

一
定
の
要
件
を
満
た
す
企
業
が

通
常
の
減
価
償
却
と
は
別
枠
で
減

価
償
却
で
き
る
制
度
の
こ
と
。

財
政
力
指
数

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を
示

す
指
標
と
し
て
用
い
ら
れ
る
も
の

で
、
基
準
財
政
収
入
額
を
基
準
財
政

需
要
額
で
除
し
て
得
た
過
去
３
年

間
の
平
均
値
。
標
準
的
な
税
制
の
も

と
で
の
歳
入
が
標
準
的
な
歳
出
を

賄
え
る
比
率
を
過
去
３
年
間
平
均

し
た
も
の
で
す
。

固
定
資
産
税
の
課
税
免
除

　
　

お
よ
び
減
額
措
置
に
つ
い
て

固
定
資
産
税
の
課
税
免
除

お
よ
び
減
額
措
置
に
つ
い
て

　

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
が
一
部
改
正
さ
れ
、
新
た
に
鳥
羽
市
が
過
疎
地
域
に
指
定
さ
れ
ま
し

た
。
こ
れ
に
伴
い
、
産
業
の
振
興
を
図
る
こ
と
を
目
的
に
固
定
資
産
税
の
課
税
免
除
措
置
を
講
じ
ま
す
。

　

ま
た
、
こ
の
課
税
免
除
措
置
の
ほ
か
、
税
制
改
正
に
伴
う
固
定
資
産
（
家
屋
）
に
関
す
る
減
額
措
置
に

つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

税
務
課
固
定
資
産
税
係　

擦
浦
１
１
３
３

過
疎
地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
と
は
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過
疎
地
域
と
は
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過
疎
地
域
の
要
件
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敢かつ柑に該当するする地域      
敢人口要件：以下のいずれかに該当すること     
陰Ｓ３５年～Ｈ１７年の人口減少率が３３％以上
隠Ｓ３５年～Ｈ１７年の人口減少率が２８％以上、高齢者比率（６５歳以上）２９％以上 
韻Ｓ３５年～Ｈ１７年の人口減少率が２８％以上、若年者比率（１５歳以上３０歳未満）
　１４％以下
吋Ｓ５５年～Ｈ１７年の人口減少率が１７％以上
　ただし、陰、隠、韻の場合、Ｓ５５年～Ｈ１７年の２５年間で１０％以上人口増加
している団体は除く。
柑財政力要件：平成１８年度～平成２０年度の３か年平均の財政力指数が０.５６以下か

　　　　　　　　つ、公営競技収益が２０億円以下であること。

対
象
地
域（
適
用
地
域
）
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過
疎
地
域
に
係
る
固
定
資
産
税
の
特
例
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な
る
業
種
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な
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要
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固定資産（家屋）の
減額措置について

認定長期優良住宅省エネ改修バリアフリー改修耐震改修

長期優良住宅の普及の促進
に関する法律に基づき新築
された住宅

専用住宅、共同住宅、併用住
宅（居住部分が１／２以上）

平成２０年１月１日以前から
存在する住宅

専用住宅、共同住宅、併用住
宅（居住部分が１／２以上）

現行の省エネ基準に適合す
るよう行われた３０万円以上
の工事

平成１９年１月１日以前から
存在する住宅

専用住宅、共同住宅、併用住
宅（居住部分が１／２以上）

次のいずれかのかたが居住
していること
①６５歳以上のかた
②要介護認定または要支援
認定を受けているかた
③障がい者

昭和５７年１月１日以前から
存在する住宅

専用住宅、共同住宅、併用住
宅（居住部分が１／２以上）

減額の
要件など

平成２４年３月３１日平成２５年３月３１日平成２５年３月３１日平成２７年１２月３１日対象期限

耐久性、耐震性、維持管理、
更新の容易性などの住宅機
能が一定基準を満たすもの
として建築前に県の認定を
受けた住宅

１戸あたりの床面積が５０㎡
以上２８０㎡以下（１戸建て
以外の貸家の場合、４０㎡以
上２８０㎡以下）であること

次の①から④までの工事の
うち、①のみまたは①を含
む工事

①窓の改修工事
②床の断熱工事
③天井の断熱工事
④壁の断熱工事

外気などと接するものの工
事に限ります

補助金を除く自己負担額が
３０万円以上で次の工事

①廊下の拡幅
②階段の勾配の緩和
③浴室または便所の改良
④手すりの取り付け
⑤床の段差の解消
⑥引き戸への取替え
⑦表面の滑り止め化

現行の耐震基準に適合する
よう行われた工事であるこ
と

工事費が住宅１戸当り３０万
円以上であること改修内容

新築後、課税される固定資
産税の１／２を減額（家屋１戸
あたり１２０㎡まで）

３階建て以上の中高層耐火
住宅…７年度分

上記以外の住宅…５年度分

改修した家屋の翌年度分の
固定資産税の１／３を減額（家
屋１戸あたり１２０㎡まで）

新築住宅軽減または耐震改
修の減額措置と同時には適
用されません。

改修した家屋の翌年度分の
固定資産税の１／３を減額（家
屋１戸あたり１００㎡まで）

新築住宅軽減または耐震改
修の減額措置と同時には適
用されません。

改修した家屋の固定資産税
の１／２を減額（家屋１戸あた
り１２０㎡まで）
ほかの減額制度との併用は
できません。

減額内容

翌年の１月３１日まで工事完了後３か月以内工事完了後３か月以内工事完了後３か月以内申請期限

①認定長期優良住宅に係る
　固定資産税申告書

②県が発行する長期優良住
　宅であることを証明する
　書類（認定通知など）

①住宅の省エネ改修に伴う
　固定資産税減額申告書

②省エネ基準に適合した工
　事であることの証明書（熱
　損失防止改修工事証明書）

③改修工事の内容、費用、期
　間の確認ができるもの

④改修工事箇所の写真（改
　修前・改修後）

⑤領収書

①住宅バリアフリー改修に伴
　う固定資産税減額申告書

②増改築等工事証明書また
　は、改修工事の内容、費
　用、期間の確認ができる
　もの

③納税義務者のかたなどの
　住民票の写し

④改修工事箇所の写真（改
　修前・改修後）

⑤領収書

⑥居住者の要件を確認でき
　るもの（手帳などの写し）

①住宅の耐震改修に伴う固
　定資産税減額申告書

②現行の耐震基準に適合し
　た工事であることの証明
　書

③改修工事の内容、費用、期
　間の確認ができるもの

④領収書

提出書類

賃貸住宅も対象賃貸住宅は対象外賃貸住宅は対象外

賃貸住宅も対象
共同住宅は住戸単位でなく
棟全体で基準に適合するこ
と。

その他

減額期間改修完了時期

2年度分
平成２２年１月１日　
　～平成２４年１２月３１日

1年度分
平成２５年１月１日　
　～平成２７年１２月３１日


